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事業番号 B0904-2

実施計画事業
実施計画事業以外の事業 〇

令和４年度 事務事業評価シート

事
業
の
概
要

事務事業名 家族等介護者支援事業 担当部 福祉部

事業期間 平成１４年度 ～ 令和６年度以降 担当課 地域包括ケア推進課

小牧市まちづくり推進計
画（R1年～R4年） 分野別計画編

基本
施策

9
展開
方向

4 担当係 長寿福祉係

目 1 大 3 中 2予算区分 一般会計 款 3 項 2

対象
（何･誰を対象

に）

在宅の高齢者を介護している家族等

内容・手段
（目的達成のた
めにどのような
事業を実施した

か）

◆令和３年度実施内容
○ねたきり高齢者等介護者手当
　ねたきり高齢者等の介護者に対して手当（月額5千円）を支給した。
○家族介護用品支給事業
　在宅の要介護４以上の方を介護している家族介護者等に介護用品の購入利用券（月額6千
円）を交付した。
○各種講座
　ハートフルケアセミナー（年３回）

◆令和３年度実績
○ねたきり高齢者等介護者手当
　　支給人数　137人
○家族介護用品支給事業
　　支給人数　43人
○各種講座（ハートフルケアセミナー）
　　参加人数　73人

◆直接経費（令和３年度決算額）
　需用費　　　　76千円
　扶助費　 　8,034千円

◆直接経費（令和４年度予算額）
　需用費　 　3,900千円
　扶助費　　29,000千円

受益者負担 無

根拠法令
・個別計画

小牧市家族介護用品支給事業実施要綱
小牧市ねたきり高齢者等介護者手当支給要綱 事業種別 一般事業

目的・成果
（何のために、ど
のような成果を
期待するか）

在宅の要介護者を介護している家族介護者等に対し、介護用品及び介護
者手当を支給することにより、経済的な負担の軽減を図る。

事
業
費

項目 H30 R1 R2 R3

国・県支出金

R4

直
接
経
費

決
算
額

財
源

一般財源 10,529 9,237 8,271 8,110

計（A） 10,529 9,237 8,271 8,110

その他

予算額 14,088 12,538 12,418 11,218 32,900

対前年比 ― △ 12 △ 10 △ 1

0.5
その他職員（時給×時間） 733 743 757 757

正規職員（平均賃金） 1,123 1,123 1,123 1,123

正規職員 0.15 0.15 0.15 0.15

その他職員 0.5 0.5 0.5

事業費合計（C＝A＋B） 12,385 11,103 10,151 9,990

計（B） 1,856 1,866 1,880 1,880

人
件
費
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（３）業績

単位

1

2

3

単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

（４）事業の評価

千円 節 細節 細々節

展開方向における指標の推移 基本施策 9 展開方向 4

指標名 方向性 基準値 R1 R2 R3 R4

指
標

指標ほか H30 R1 R2 R3

24 34 43

140

R4

成
果
指
標

家族介護用品支給
者数 人

― ― ― ― ―

17

ねたきり高齢者等介
護者手当支給者数 人

― ― ― ― ―

199 179 137

活
動
指
標

家族介護用品支給
月数 月

― ― ― ― ―

139 174 256 333

ねたきり高齢者等介
護者手当支給月数 月

― ― ―

単
位
あ
た
り

事
業
費

受益者数（a） 人 216 203 174

― ―

1,921 1,613 1,323 1,233

180

受益者あたり事業費
（＝C/a）

円 57,337 54,694 58,338 55,499

事
業
の
評
価

事業の方向性 維　持 事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

事
業
の
達
成
状
況
と
課
題

○ねたきり高齢者等介護者手当については、平成３０年度に支給対象者につい
て、要介護認定を受けている方など客観的に判断できるよう制度の見直しを行っ
た結果、支給月数及び支給者数が減少したと考えられる。
○家族介護用品支給については、高齢化の進展に伴い要介護認定者数が増加
傾向にあることから、支給月数及び支給者数が増加したと考えられる。
〇介護者の経済的な負担の軽減を更に図るため、ねたきり高齢者等介護者手
当については、特別障害者であることの要件を廃止して支給対象者を拡充した。
家族介護用品支給についても、新たに在宅で要介護３の方を介護している市民
税非課税世帯の方を対象者とし、在宅で要介護４以上の方を介護している方に
ついては所得制限を廃止することで、介護用品の支給対象者を拡充し、利用で
きる店舗の拡大に努めた。

今後の実
施内容

○在宅の高齢者を介護している家族等の経済的な負担の軽減を図る必要があ
るため、家族等介護者支援事業を継続していく。

事務事業評
価による額
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